
くらしの情報
　
安
心
し
て
公
益
・
公
共
的
な
市

民
活
動
を
行
う
た
め
、
市
民
活
動

中
の
け
が
な
ど
を
補
償
す
る
保
険

で
す
。
現
在
登
録
中
の
方
も
再
登

録
が
必
要
で
す
。
※
登
録
料
無
料

補
償
期
間
：
登
録
日
翌
日
〜
令
和
６

年
３
月
31
日
日（
令
和
５
年
度
分
の

登
録
は
３
月
１
日
水
か
ら
申
請
可
）

申
込
：
登
録
届
と
必
要
書
類
を
直

接
、
市
民
参
加
推
進
課
ま
た
は
市

民
活
動
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー（
お

あ
し
す
内
）へ

注
意
事
項
：
事
故
ご
と
に
補
償
対
象

か
ど
う
か
判
断
す
る
た
め
、
補
償
対

象
外
と
な
る
場
合
も
あ
り
ま
す
。

問
合
せ
：
市
民
参
加
推
進
課
☎

982
・
９
６
８
５
共
通

　
こ
の
時
期
は
空
気
が
乾
燥
し
、

風
の
強
い
日
も
多
く
、
火
災
が
発

生
し
や
す
く
な
っ
て
い
ま
す
。
消

防
署
で
は
２
０
２
２
年
度
全
国

統
一
防
火
標
語「
お
出
か
け
は
マ

ス
ク
戸
締
り
火
の
用
心
」の
も
と

に
、
家
庭
や
職
場
に
お
け
る
防
火

安
全
対
策
の
徹
底
な
ど
、
火
災
予

防
を
呼
び
か
け
て
い
ま
す
。

期
間
：
３
月
１
日
水
〜
７
日
火

問
合
せ
：
吉
川
松
伏
消
防
組
合
予

防
課
☎
982
・
３
９
１
９

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
通
信
販
売

の
定
期
購
入

ト
ラ
ブ
ル
事
例

　
通
販
サ
イ
ト
に「
シ
ャ
ン
プ
ー

が
初
回
500
円
、
定
期
コ
ー
ス
だ
が

回
数
縛
り
な
し
、
い
つ
で
も
や
め

ら
れ
る
」と
あ
っ
た
の
で
、
注
文

し
た
。
初
回
分
に
同
梱
の
納
品
書

で
、
次
回
は
３
週
間
後
に
３
本
ま

と
め
て
届
け
ら
れ
、
合
計
２
万
円

の
請
求
に
な
る
と
知
っ
た
。
高
額

す
ぎ
る
の
で
解
約
し
た
い
が
、
電

話
が
全
然
つ
な
が
ら
な
い
。

ア
ド
バ
イ
ス

１
．
注
文
確
定
前
に
、
必
ず
規
約

や
最
終
確
認
画
面
で
重
要
事

項
の
確
認
を
し
ま
し
ょ
う
。

２
．
広
告
や
最
終
確
認
画
面
は
ト
ラ

ブ
ル
に
備
え
る
た
め
、
必
ず
ス

ク
リ
ー
ン
シ
ョ
ッ
ト
や
印
刷

を
し
て
保
存
し
ま
し
ょ
う
。

３
．
販
売
業
者
と
電
話
が
つ
な
が

ら
な
い
場
合
は
、
い
つ
、
何

回
掛
け
た
か
な
ど
の
履
歴
・

メ
モ
な
ど
を
残
し
ま
し
ょ
う
。

４
．
商
品
を
一
方
的
に
送
り
返
し

て
も
解
約
に
は
な
ら
ず
、
支

払
い
の
督
促
は
止
ま
り
ま
せ

ん
。
解
約
に
は
必
ず
販
売
業

者
の
合
意
が
必
要
で
す
。

問
合
せ
：
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー（
商

工
課
）☎
982
・
９
６
９
７
ま
た
は
☎

188（
消
費
者
ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン
）
共
通

　

市
の
歴
史
の
概
要
や
昔
の
農

具
・
民
具
な
ど
を
を
分
か
り
や
す

く
展
示
・
説
明
し
て
い
ま
す
。
ど

う
ぞ
ご
来
館
く
だ
さ
い
。

開
館
日
：
毎
週
土
午
前
10
時
〜
午

後
４
時
※
夏
季（
６
〜
８
月
）・
冬

季（
12
月
）の
期
間
は
休
館
し
ま

す
。

住
所
：
中
井
２
ー
151
ー
１

※
休
館
中
に
見
学
を
ご
希
望
さ
れ

る
場
合
は
、
希
望
日
の
２
週
間
前

ま
で
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

問
合
せ
：
生
涯
学
習
課
☎
984
・

３
５
６
３
共
通

吉
川
市
民
活
動
補
償

検
索

市
民
活
動
補
償
制
度

令
和
５
年
度
分
登
録
更
新

令
和
５
年
郷
土
資
料
館
の
開
館

　部落差別は､日本社会の歴史的過程で作られた身
分制度によって､長い間､経済的､社会的､文化的に低
い状態に置かれることを強いられ､住居､職業や結婚
などで差別を受ける､我が国固有の重大な人権問題で
す｡
　埼玉県において､令和4年7月8日に｢埼玉県部落差
別の解消の推進に関する条例｣が施行されました｡こ
の条例は｢全ての県民が等しく基本的人権を享有する
かけがえのない個人として尊重されるものである｣と
し､｢図書､地図その他資料の公表又は流布､結婚や就
職に際しての身元調査､インターネットを使った情報
提供その他の行為により部落差別を行ってはならな
い｣など､県､県民､事業者の責務を定めております｡し
かしながら､戸籍の不正取得による身元調査や､イン
ターネットを使った誹謗中傷などの人権問題が後を
絶ちません｡
　また､部落差別をいまさら取り上げる必要はなく､
そっとこのまま放置しておけば時間の経過とともに
自然に解消する｢寝た子を起こすな｣という誤った考
え方では部落差別を解消することができません｡
　私たち一人ひとりが､部落差別を自分の問題として
受け止め､考え､行動することが大切です｡差別を決し
て許さないという強い気持ちを持ち､学んだことを正
しく伝え､差別の無い社会の実現に向けて行動しまし
ょう｡

問合せ：生涯学習課☎984･3563 共通

【人権それは愛】
部落差別について正しく理解しましょう

春
の
火
災
予
防
運
動

住
宅
防
火
10
の
ポ
イ
ン
ト

検
索

く
ら
し
の
110
番
消
費
生
活

セ
ン
タ
ー
か
ら
の
お
知
ら
せ

最終
確認
画面

必ず
スクリーン
ショット！
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